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序　章

なぜコミュニティ・オーガナイジング
の研究が求められているのか

1 コミュニティ・オーガナイジングがある社会

■ 名もなき実践が社会を少しずつ変えている

　2005 年 3 月 15 日，筆者はニューヨーク市内のバッテリー・パーク・シティ

という集合住宅の中央にある広場で，50 人ほどの群衆と共にパジャマを着て

ある集会に参加していた。その集会はニューヨーク市内でコミュニティ・オー

ガナイジング（以下，CO）のキャンペーンを推進する INCO（Initiative for 

Neighborhood and Citywide Organizing）というグループが約半年間かけて準備し

てきたアクションの 1 つであった。

　そのキャンペーンは低所得者のために廉価な住宅を確保する目的でニューヨ

ーク市長と市の監査役からある合意を得るために推進された。その合意とは次

のようなものである。

　バッテリー・パーク・シティとは 1970 年代にマンハッタン島の南端を埋め
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立てて建設された住宅地である。政府は当初，この土地に建設される 1 万

4100 戸の住宅のうち 3 分の 1 を低所得層に，3 分の 1 を中間所得層に，残りを

他の目的に使用するという計画を立てていた。しかし，1970 年代に市が財政

難に陥ると，当初の計画を変更し，低・中所得層の住宅を建設計画から外し，

その代わりに他の土地に低家賃住宅を建設するという計画を策定した。ただし，

この計画には「抜け道」が用意されており，市が他のサービスを提供するため

に財源を必要とする場合は，この資金を他の目的で使用してもよいということ

になっていた。2004 年，当時の M. ブルームバーグ市長がマンハッタンにスタ

ジアムを建設することを発表したため，INCO はそれを問題として取り上げ，

当初の計画通りに低家賃住宅の建設を進めることを求めたのである。

　バッテリー・パーク・シティの収益執行に関しては，ブルームバーグ市長と

市の W. C. トンプソン監査役，そしてニューヨーク州知事でありバッテリー・

パーク・シティ住宅局を管理する G. E. パタキ州知事が書面に合意する必要が

あった。そこで INCO は市長と監査役に対象を絞り，この両者の支持を得る

ことをキャンペーンの目的として設定した。

　INCO というグループの特徴は，当時，CO の実践が下火になっていた住宅

系の NPO に対して，専任のコミュニティ・オーガナイザーを雇用するための

予算を提供し，ニューヨーク市内各地に 15 人のコミュニティ・オーガナイザ

ーを配置したことである。15 人のコミュニティ・オーガナイザーは市内各地

で活動する NPO において草の根の住民活動を推進する傍ら，15 団体のネット

ワークを構築し，1 団体では解決できないような課題を取り上げ，市全域で展

開するキャンペーンを推進した。そのうちの 1 つがバッテリー・パーク・シテ

ィの収益を低家賃住宅の建設に充てるように求めるキャンペーンである。

　バッテリー・パーク・シティの収益が，当初の予定とは異なり低所得者向け

の住宅建設に使用されていないことは，多くの市民にとってはあまり関心のな

いことであった。なぜなら，低家賃住宅が建設されたとしても，自分がその住

宅に住めるとは限らないし，仮に住めたとしてもいつまでに建設されるかも定

かではない。そのような問題に対して熱心に声を上げるほど日々の生活に余裕

はない。CO の実践における最大の困難は，人々の無関心である。しかし，結
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論から述べると，このキャンペーンは成功し，市は 4500 戸の低家賃住宅を新

たに建設するために，バッテリー・パーク・シティの収益 1 億 3000 万ドルを

市の予算に計上することを決定した。

　ニューヨークタイムズをはじめ，複数のメディアがこのキャンペーンの様子

を取り上げることはあったものの，多くのニューヨーク市民は何も知らないう

ちに，このような予算措置がとられていた。そもそも多くの市民は政府の予算

の使途について詳しくはない。だからこそ，低所得者向けの住宅建設の予算が

スタジアム建設に使用されようとしていたとしても，多くの市民にとっては関

心のない話である。むしろ，市長はオリンピックの誘致のためにスタジアム建

設を推進しており，スタジアム建設を前向きに捉える市民は少なくなかった。

　このキャンペーンを成功させるために INCO はさまざまな戦略を駆使した。

その 1 つは，労働組合の連合（New York City Central Labor Council と AFL-CIO）

や公立学校教員組合（United Federation of Teachers），さらには CO の全国ネッ

トワーク組織である ACORN（The Association of Community Organizations for 

Reform Now）ほか 100 以上の組織と大きな連合体である Housing Here and 

Now を形成したことである。2005 年 2 月 2 日，この拡大連合はニューヨーク

市庁舎前において大規模な集会を開催し，市内の各地から総勢約 7000 人の住

民が参加した。ニューヨークタイムズ紙が集会翌日の紙面にこの集会に関する

記事を掲載している（Chen 2005a）。

　その約 1 カ月後，冒頭で紹介したバッテリー・パーク・シティにおける集会

が開催された。市内各地から集まった住民の代表がパジャマやバスローブに着

替え，段ボールで作成した引越し用トラックの張りぼてを用意し，集まった報

道陣の前で「入居待ち」のパフォーマンスをした。その結果，集会の翌日，ト

ンプソン監査役が書面に合意することを拡大連合のリーダーに伝え，これを機

にブルームバーグ市長も書面に合意することを発表した。のちに，パタキ知事

もこれに続いた（Chen 2005b）。

　このキャンペーンからは現代の CO の特徴を確認することができる。第 1 に，

連合体（coalition）を形成することで大きなパワーを構築し，政府との政治的

な交渉を有利に進めた点である。とりわけ労働組合とコミュニティで活動する
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NPO の連携は近年の傾向といえる。第 2 に，専任のコミュニティ・オーガナ

イザーが雇用されていた点である。課題分析や力関係の分析，効果的な戦略の

検討まで，コミュニティ・オーガナイザーの存在がキャンペーンの推進にとっ

て効果的であった。第 3 に，大規模な動員を可能にした背景には，草の根にお

ける市民の組織化があり，市民同士や市民とコミュニティ・オーガナイザーの

対話を通して，キャンペーンに参加した市民のリーダーシップが開発されてい

た点である。第 4 に，マスメディアを駆使してアクションを発信することが政

府に対する圧力として効果を発揮していた点である。先にも述べたが，バッテ

リー・パーク・シティの収益の使途について，多くのニューヨーク市民はさほ

ど関心がなかったが，メディアを通して政治問題化されたことで，キャンペー

ンのターゲットの 3 人にとって無視することができない問題となった。同年に

市長選挙を控えていたブルームバーグ市長にとってはなおさら重要な課題とな

った。

　こうした要素が重なり合うことで，ニューヨーク市内における低所得者向け

住宅の状況を CO によって少し改善することができた。社会にはこのような

「名もなき実践」が存在し，そうした「名もなき実践」が少しずつ社会を変え

連合体からの要求に応じて書面に合意する旨の記者会見を行う
ブルームバーグ・ニューヨーク市長（当時）（筆者撮影）
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ている。CO とは，そうした変化を 1 人では起こすことができない人たちが，

力を合わせることによって社会に変化を起こすことを可能にする手段である 1）。

■ コミュニティ・オーガナイジングの躓き

　上記で述べたキャンペーンは CO が社会に変化をもたらした成功事例といえ

るが，このような成功事例が数多く存在するわけではない。時間をかけて CO

のキャンペーンを準備し，多くの人が参加したにもかかわらず，何も変化を起

こすことができなかった事例は多々ある。むしろ，キャンペーンを推進するま

でに至らない事例のほうが多いだろう。キャンペーンを推進するにはそれなり

の体力が必要である。キャンペーンには数十人が関わるものから数万人規模，

ときには数十万人規模のキャンペーンに発展するものもある。キャンペーンを

推進するには，それを企画し準備する人員が必要である。また，キャンペーン

のテーマ次第で人々の関心を得ることはできないし，無理やり人々を動員しよ

うとしてもキャンペーンはうまくいかない。市民同士が対話をする場があり，

その結果リーダーシップが発揮されるようになり，人々が抱く問題意識が表明

され，その問題意識と社会的な条件が整ったときに，キャンペーンが成功する

可能性が高まるのである。

　CO の研究ではアメリカの公民権運動が CO の成功事例として語られること

が少なくない。構造的な人種差別という根深い問題に対して，当事者が立ち上

がり，最終的に連邦政府による公民権法の制定を達成したという点において，

また，その後の障害をもつアメリカ人法などへ波及した社会的インパクトを考

えても，公民権運動は近代の CO の成功事例と捉えて間違いないだろう。公民

権運動の影響もあり，1960～70 年代にかけて CO に取り組む市民活動団体が

多く設立された。「貧困との闘い」と呼ばれる連邦政府の一連の貧困対策もそ

うした流れを後押しした。

　ところが，1980 年代になると一転 CO の広がりに新たな展開が見られるよ

うになる。多くの人を動員することによってパワーを蓄積し，対象となる人や

組織に圧力をかけるオーガナイジング（それをここでは対抗的オーガナイジングと

呼ぶ）への異論が沸き起こるようになった。たとえば，フェミニストの立場か
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ら，対抗的オーガナイジングがパワーを奪い合うことに関心があり，CO の実

践の結果として，対抗していたはずの伝統的なヒエラルキー構造を再生産して

しまっていることへの批判があがった（Mizrahi and Lombe 2006; Naples ed. 1998; 

Dominelli 1995）。また，アセット・ベースト・コミュニティ・ディベロップメ

ント（Asset-Based Community Development: ABCD）の立場から，CO の実践は

人々に問題や欠陥，病理によってレッテルを貼っていて，人々の強さ（＝アセ

ット）に注目していないといった指摘が起こった（McNight 1996）。

　CO のアプローチに対するそのようなバックラッシュに加えて，CO を後押

しする政府の政策の失敗もあった。連邦政府による「貧困との闘い」の政策の

一環として推進されたコミュニティ活動事業（Community Action Program）は，

全米各地の貧困なコミュニティに対して補助金を提供し，住民代表組織を設置

し，地域住民の「最大可能な参加（maximum feasible participation）」を実現する

ことを目的とした事業で，全米に 1000 カ所以上のコミュニティ活動機関

（Community Action Agency）が設立された。この事業を通して，住民代表が計

画と意思決定の過程に直接参加し，決定された活動内容の実行からサービスの

利用に至るまで関与することが求められた。しかし，コミュニティ活動機関の

中には，過激な政治活動を展開するようになるものが登場したことで，政府に

とって不人気な事業となり，短命で終わってしまった（橋本 1997）。

　CO の実践を促進していた政府の事業は，1980 年代になるとレーガン政権に

よって包括補助金（Block Grant）へと変更され，地域で活動する民間非営利団

体が提供するサービスに充当されるようになった。そうした政府による福祉サ

ービスの民間化の動きは，民間非営利団体にとっては成長の契機となったが，

同時に政府に対して福祉サービスや低所得者向けの住宅の提供を求めていた

CO の実践は下火となっていった（Fisher 1994: chap. 6）。そのような背景から，

停滞した民間非営利団体の CO を復活させる目的で，2000 年代前半，冒頭の

事例で示した INCO のようなプログラムが開発されたのである。

■ コミュニティ・オーガナイジングを研究することの意義

　ここまではアメリカの事例を中心に CO について述べてきた。なぜなら，本
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書が取り扱う現代的な CO は 19 世紀末から 20 世紀を通してアメリカ社会を中

心に体系化されてきたものだからである。といっても，本書はアメリカの CO

の議論に限定するものではない。事実，CO の実践はアメリカに限らず，北米

はもちろん，中南米，ヨーロッパ，アフリカ，アジアなど世界のあらゆる地域

においても確認することができる。日本もその例外ではない。

　そもそも市民が連帯して集合的に変化を生み出すという CO の取り組みは，

人類の歴史の中で幾度も繰り返されてきたことであるが，現代の CO 実践に関

しては，アメリカの蓄積による影響が大きい。その代表的な例として，アメリ

カの CO の「父祖」と称されるアリンスキー（S. Alinsky）の存在がある。ロシ

ア系ユダヤ人移民の子どもとしてシカゴで生まれ育ったアリンスキーはシカゴ

大学および大学院で学び，少年非行を扱う研究所の研究員として勤める傍ら，

産業別組織委員会（Committee for Industrial Organization，以下 CIO）という労働

組合の連合の活動に参加してオーガナイジングの方法について学んだ。CIO

で学んだ組織化の考え方に基づいて 1946 年に工業地域振興事業団（Industrial 

Areas Foundation，以下 IAF）を設立。その後，IAF は 1969 年にオーガナイザ

ーの教育訓練機関として改変され，そこから多くのオーガナイザーが排出され

た。なかには，アメリカ国内にとどまらず，国外に拠点を移したものもいる。

アリンスキー自身も，アジア各地を歴訪したという記録が残っており，実は日

本にも立ち寄っている 2）。アリンスキーの著書，Rules for Radicals はアメリ

カ国内外の CO の発展に大きな貢献をし，今日においても多くのコミュニテ

ィ・オーガナイザーに参照されている。

　本書は，残念ながら国際比較までは至らないものの，現代的な CO の考え方

が日本を含む各地に影響を与えてきた足跡の一部分を学び取ることに役立つだ

ろう。具体的には第 4 章の藤井敦史論文は英国におけるコミュニティ開発の議

論と近年の CO の展開についてシティズンズ UK の実践に基づいて検討してい

る。シティズンズ UK はその設立過程において IAF の影響を受けており，

IAF の姉妹団体と考えられている。また，第 9 章の小田川論文はフィリピン

における貧困地区の CO を People’s Organization という観点から検討してい

る。小田川が述べているようにフィリピンの CO の発展においては教会が大き
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な役割を果たしたと考えられるが，そこにはアリンスキーや P. フレイレの考

え方が反映されている。一方，第 5 章の藤井博志論文では日本の地域福祉がア

メリカのコミュニティ・オーガニゼーションとイギリスのコミュニティワーク

ならびにコミュニティ・ソーシャルワークの影響を受けて発展してきた経緯に

ついて検討している。藤井によれば，社会福祉士養成のテキストにおいてかつ

てアリンスキーが参照されたことはあるが，定着することはなく，日本の地域

福祉実践と CO が結びついて議論されることはなかった。

　ところが近年，日本において CO への関心が高まりつつある。論文検索エン

ジンの CiNii で「コミュニティ・オーガナイジング」と検索すると，2023 年 4

月時点で 46 本の論文が該当する（重複は除外した）。そのうち最も古い論文は

小田川による 2002 年の論文で，その後 2010 年までは 4 本の論文しかないが，

2014 年ごろからその数が増加し，2020～22 年までの 3 年間では 18 本の論文が

発表されている。その中には本書の著者による論文も複数含まれている。また，

2020 年ごろから CO に関する書籍の出版が相次いでいる。鎌田華乃子による

『コミュニティ・オーガナイジング──ほしい未来をみんなで創る 5 つのステ

ップ』が 2020 年に出版され，同年に，シティズンズ UK の事務局長の M. ボ

ルトンによる書籍の翻訳書『社会はこうやって変える！ コミュニティ・オー

ガナイジング入門』が出版された（藤井敦史らによる共訳）。翌 2021 年には，ア

リンスキーとその CO について取り上げた書籍が本書の編者の 1 人である石神

によって上梓された。このように日本国内においても CO 研究が徐々に蓄積さ

れてきていることがわかる。

　CO への関心の高まりは研究・出版にとどまるものではない。2014 年，筆者

と先述の鎌田は，小田川など複数の仲間とともに，日本において CO の実践を

広げていくことを目的に NPO 法人コミュニティ・オーガナイジング・ジャパ

ンを設立した。同法人は，アメリカのハーバード大学で CO を教えている

M. ガンツが考案した CO を学ぶワークショップを提供してきており，その受

講者は 2023 年 4 月の時点でのべ 7000 人を超える。また，日本の労働組合のナ

ショナルセンターである連合が提供する連合大学院では 2016 年と 2017 年にア

メリカの CO 研修機関であるミッドウエスト・アカデミーの事務局長の J. ハ
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ーツを招聘して，講演や研修を提供してきた。本書第 8 章を執筆する津富はア

メリカでミッドウエスト・アカデミーの研修プログラムに参加した経験があり，

津富を介して CO を学んだ小和田さんによる実践が第 8 章の後半に記されてい

る（なお，第 7 章の渡辺論文ではコミュニティ・オーガナイジング・ジャパンやミッド

ウエスト・アカデミー，そして津富の提供する CO の研修プログラムの分析を通してコ

ミュニティ・オーガナイザーの専門性について検討している）。そのようにして，少

しずつではあるが CO を学ぶ土壌が日本においても定着してきており，本章の

冒頭で述べたような「名もなき CO の実践」が各地で広がってきていると思わ

れる。その結果が論文数としても表出しているのである。

　現代的な CO の考え方やその実践内容は 19 世紀末から 20 世紀のアメリカで

体系化されてきたと述べたが，日本の市民活動や地域福祉の活動，労働組合活

動などに関わってきた人にとって，その考え方や実践内容は決して縁遠いもの

ではないだろう。CO とはアメリカ社会やアメリカ文化に限定されるものでは

なく，国や社会を問わず，市民活動や，場合によっては市民活動の範囲を超え

る諸活動においても，普遍的な原理が含まれている。ただし後述するように

CO にはさまざまな側面があり，また国や人によってその解釈も異なる。CO

を実践する人にとって本書は読みにくく感じる面があるかもしれない。なぜな

ら本書は CO の一側面をわかりやすく伝えるものではなく，CO の異なる側面

を異なる視点から伝えるものだからである。CO を研究することの意義はそう

した CO の多様な側面を示すことであり，そうした多様な側面から現実社会に

還元可能な論理や体系化された知識を提供することであると考える。事実，ア

メリカの CO は時代とともにその内容が変化してきている（詳しくは第 1 章を参

照）。ある 1 つの CO の考えや実践方法に固執してしまうと，その 1 つの CO

の実践が効果を発揮しなくなったとき，応用力が乏しく，現場が望む変化を起

こすことが困難になってしまうだろう。私たちの社会は今，大きな転換点に立

っている。CO への関心が高まっている背景には社会状況のそうした変化に立

ち向かおうとする人々が対応策を模索する中で CO に可能性を感じているので

はないだろうか。そうした人々に CO の多角的な姿を示すことが本書の意義で

あり，その結果として柔軟で力強い CO の実践が各地で展開されることが期待
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される。

2 今日のコミュニティ・オーガナイジングが
直面していること

■ 変化（change）から変容（transform）へ

　CO の多様な側面を示すことが本書の目的であるため，本書のコンセプトを

まとめることは容易ではないが，キーワードを 1 つ提示するとしたら，それは

変容（transform）である。近年の CO 研究ではこの変容という概念が頻繁に

使用されている（Orr ed. 2007; Warren et al. 2011; Han 2014; Pyles 2021）。コミュ

ニティ・オーガナイザーとしての経歴をもつオバマ元大統領が「チェンジ」を

自身の選挙キャンペーンのキーワードとして用いたように，CO では変革

（change）という概念が重視されてきた。CO における変革の重要性は今も変わ

らないものの，近年では変容が意識的に使用されてきている。では変革と変容

は何が異なるのだろうか。

　政治学の観点から CO を研究する H. ハンは，動員（mobilizing）を取引的ア

クティビズム（transactional activism）と呼び，オーガナイジングを変容的アク

ティビズム（transformational activism）と呼ぶ。ハンによれば取引的なアプロー

チは，動員された人の人数や SNS による拡散の数，電話によるアウトリーチ

の数などに焦点を置く。一方，変容的なアプローチは，集合的な行動の結果と

してそこに関わっていた人やグループの変化に注目する。たとえば，活動を通

して自己利益の先に目が向くようになったり，自分の主体性（agency）の捉え

方が変わったり，世論の変化を観察できるようになるといった変容である。コ

ミュニティ・オーガナイザーが人々のそうした変容に着目する理由は，そのよ

うな変容を伴う人々は組織の中でリーダーシップを発揮するようになり，さら

には次に活動に参加する人のリーダーシップを同様に育むようになるからであ

る（Han 2014: 97）。すなわち変容的なアプローチとは，表面的な成果や変化で

はなく，そこに関わる人々の内的な変化を含めて社会の変化を考えるというこ

とである。
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　ソーシャルワークの領域において CO を研究する L. パイルズも変容的アプ

ローチを同様に説明する。パイルズによると，以前の CO は政策を変えること

や人々の生活における具体的な改善といった目に見える変化に焦点を当ててい

た。そうした構造的な変化は今日においても重要であるが，変容的なアプロー

チは同時に人々の意識の変化にも着目する。コミュニティの人々の意識的な変

化を追求するためには，コミュニティ・オーガナイザー自身も自分の内面と向

き合う必要がある。しかし，内面的な変化には不快さや葛藤，困惑といった痛

みが伴う。パイルズは，多様な主体がコミュニティの中で連帯して活動するた

めには，そうした痛みを知ること（内面的な変容）もまた欠かせない要素であ

ると考えた（Pyles 2021:11）。

　最後に，教育学者の M.R. ウォレンは自身が中心になって取り組んだ教育改

革のための研究プロジェクトの経験を通して CO を整理している。ウォレンに

よれば，CO とはコミュニティが関係性とパワーを構築し，その結果としてコ

ミュニティと個人と機関が変容することであると考えた。コミュニティの変容

とは，CO を通してコミュニティのメンバーが「私たち」としての感覚を抱く

ことであり，それはパイルズのいう連帯の感覚を育むことにあたる。次に，個

人の変容とは CO に参加する個人のリーダーシップ開発を意味している。自身

のリーダーシップ開発にとどまらず，他者のリーダーシップを引き出すという

点において，ウォレンもハン同様にリーダーシップを捉えている。最後に機関

の変容とは，教育改革を通して教育機関とそれを利用する低所得者層コミュニ

ティの関係を変容させることである。CO を通して両者の関係が変容したこと

により，教育機関はコミュニティに対してより応答性が高く，包括的で，説明

責任を果たすようになった（Warren et al. 2011: chap. 8）。

　これらの研究から読み取れることは，近年の CO は，いわゆる動員によって

多くの人を集め，その圧力によって一時的かつ表面的な変化（政策の変化や生活

状況の改善など）を起こすことだけでなく，そうした変化を求め，活動を継続

していく人々の意識の変容，さらには周囲の人や関係性の変容も含めて CO の

実践として捉えているということである。本書第 10 章で竹端が紹介する「無

理しない」地域づくりの学校における対話を通したリーダーシップの開発はま
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さしく個人における変容のプロセスを詳細に表している。また，第 8 章で津富

が描いている学生による CO の取り組みからは，実践を通して学生たちが主体

性を身につけ，同じ大学に通う仲間との連帯を意識するようになり，最終的に

は大学当局と学生の関係性を変容するためのアクションへと発展していったと

いう一連の変容のプロセスが確認できる。

■ コミュニティ・オーガナイジングを取り巻く環境の変化

　近年の CO が変容という概念に注目するようになった背景には CO を取り巻

く環境の変化がある。そもそも現代的な CO は工業化による都市の人口増加と

そこで出現した貧困の問題に密接に関わってきた。アリンスキーが工業地域に

おいて CO を実践してきたことも，当時の産業構造と深く結びついていた。批

判を恐れずに述べると，工業化社会における CO は，ポスト工業化社会におけ

る CO との対比でいえば，比較的わかりやすいものであったと考えられる。1

つには住民の居住の様子や労働者の様子が可視化されやすく，また生活パター

ンも現代ほど複雑ではないため，住民や労働者の中に共通基盤があり，したが

って組織化するためにコミュニティの中に共通の問題意識を設定することに今

ほど苦労しなかった。また，労使関係や公的セクターと民間セクターの関係性

も現代に比べてわかりやすいものであったため，変化を求めるターゲットの選

定がしやすかった。

　20 世紀後半以降，ポスト工業化といわれる産業構造を軸とした社会の変化

があり，また情報化とグローバル化，さらには気候変動など CO を取り巻く環

境が大きく変化している。アメリカでは 1990 年代以降，労働組合の組織率が

著しく低下し，それまでの企業，労働者，政府をアクターとした団体交渉を基

軸に整理されてきた労使関係システムが機能不全となった。その結果，団体交

渉を経ずに関係者間の利害を調整する仕組みが広がり，そうした新たな労使関

係（山崎は第 3 章でそれを Industrial Relations: IR と呼ぶ）の中における CO の実践

およびその影響を検討したのが本書第 3 章の山崎論文である。また，第 2 章の

石神論文では，1970 年代の先進諸国の景気後退を契機に，成長の受益者であ

った労働者＝中間層が衰退・没落し，アメリカにおける CO の実践の背景にあ
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ったリベラリズムが変化してきたこと，またそれに伴う CO 自体の変化につい

て論じている。

　経済のグローバル化に伴いグローバル企業が国家を凌駕するほどの力を有す

るようになり，また気候変動という地球規模の課題が浮上するなど，市民が直

面する問題はもはや国家や政府によって対応する領域を超えている。その結果，

1990 年代からは IMF（国際通貨基金）や世界銀行などの国際機関をターゲット

とした社会運動も興隆してきたが，そうした世界規模の運動は一生活者の視点

からすると距離のある活動であった。また，社会福祉や住宅，教育など 20 世

紀後半に政府が整備してきた公共サービスの民間化が進んだことも，それまで

そうした公共サービスの改善を求めて政府に対抗してきた市民活動団体にとっ

て，ターゲットがぼやけてしまった（と同時に，多くの民間非営利団体などは政府

の事業を受託することによって，政府と対立的な関係を維持することが困難になった）。

　インターネットや SNS の普及も CO に変化を及ぼしてきた。インターネッ

トを用いることで多くの市民に情報を拡散することが可能になり，それ以前に

は考えられなかったようなスピードと規模，なおかつ低コストな手段によって

人々を活動や集会などに動員することが可能になった。またインターネット署

名サイトやクラウドファンディングなど，インターネット上で完結する活動も

増加している。そうしたテクノロジーの普及は CO にとってゲームチェンジャ

ーとなる可能性を秘めているが，現段階ではハンがいうところの取引的なアプ

ローチとしての利用に偏っており，多くの場合，CO の推進過程に関わる人々

の変容（意識の変化やリーダーシップの開発）が伴うものにはなっていない。

　CO を取り巻くそうした社会状況の変化に対して，CO の考え方や実践方法

も少しずつ変化してきている。第 1 に，冒頭の事例でも示したように，一時的

かつ広範な連合体を形成し，パワーを蓄積することで変化を生み出す連合組織

化の実践が広く用いられるようになったことである。連合組織化の目的は単に

キャンペーンに参加する人数を増やすことではない。労使関係システムや政府

と市民活動団体の関係性が混沌とする中で，また CO を支えてきたリベラルな

価値規範が揺れ動く中，ある特定のキャンペーンに的を絞り，イデオロギーの

壁を越えてプラグマティックに連帯し行動を起こすこと，その結果として社会
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に変化を起こすことが連合組織化の意義である。

　第 2 に，草の根の活動の重視である。この点も冒頭で紹介した INCO のキ

ャンペーンにおいて明確であったように，インターネットが普及しても（むし

ろインターネットが普及したからこそ），顔の見える関係性を通した対話や，そう

した対話を通したリーダーシップの醸成がいっそう重要になってきているよう

に思われる。アメリカにおいては教会を核とした信仰を基盤とした CO がいっ

そうの広がりを見せていることもそのことを説明する。第 4 章で藤井敦史が，

ラディカルとは，「アリンスキーがかつて論じたように，彼らが活動する地域

の文脈（宗教や文化を含む）に深く根差すこと，地域にしっかりと根を張ること

を意味している」（本書 121 頁）と述べているように，社会状況が変化するから

こそ，CO の原点回帰のように草の根の活動が再び重要な意味をもつようにな

っている 3）。

　第 3 に，時代を支える規範や価値観の揺らぎから，CO の活動に参加するた

めに多くの市民が共有できる動機が欠落してしまっていることである。第 2 章

で石神が述べるリベラル・デモクラシーの動揺やソーシャル・キャピタルの衰

退は戦後の CO 実践を支えてきた基盤の瓦解を招いている。一方で，だからこ

そ，個人の経験や利益を軸に推進される CO の実践が広がりを見せている。第

4 章で藤井敦史がシティズンズ UK の実践を参考に CO の基本構造を次のよう

に説明している。

　人々の自己利益を明らかにし，共有された自己利益としての集合的利益

を紡ぎ出すことで，関係性を拡大すると同時に，あいまいな社会問題を課

題化し，コミュニティのパワーを上昇させ，政策決定権者の意思決定を変

更させることで社会変革を生み出すという一連の流れ（本書 113 頁）。

　しかし，ここで示されている自己利益の共有は容易なことではないだろう。

そもそも自己利益を他者に向けて言語化することが容易ではないし，仮にそれ

ができたとしても，自己利益同士が抵触することは想像に難くない。だとする

と CO の実践は最初から躓いてしまう。近年，多くの論者が変容に注目してい
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るのはそのような理由からである。ガンツによるパブリック・ナラティブの実

践 4）など，物語の活用も，イデオロギーや政治的な関係性を基軸とする CO

ではなく，個人を起点とした CO の実践にとって不可欠な要素といえよう。

　こうした CO の考え方は時代の変化への対応であるとともに，CO の原理原

則でもある。それを確認するために，本節の締めくくりとして，アリンスキー

を評した石神の文章を引用したい。

　アリンスキーは，人々の自己決定権や政治的発言権を強調する時にラデ

ィカルを名乗る。それは，大衆社会における人々が，そうした「力」を予

定調和的に獲得するような世界を前提としていないからだけでなく，人間

理性そのものの「限界」をも認識していたからである。変えていくべきと

したのは，既存の体制そのものではなく，個人の意識であり，公 ─ 私をめ

ぐる行動編成原理だった。コミュニティ組織は，その媒介装置として失わ

れつつある実質的な参加と連帯を促す。政治的変化は，その延長線上に生

起するだろう（石神 2021: 78）。

3 コミュニティ・オーガナイジング研究への
領域横断的なアプローチ

　ここまで述べてきたように，CO が対峙しようとしている社会はますます複

雑で手強いものになっている。だからこそ市民の声を束ねて連帯し，社会に変

化を生み出す CO がますます求められている。

　ところが，少しずつではあるが，日本に CO の考え方が紹介され浸透し始め

ると，現場の実践者や研究者からは，「あの実践は CO と呼べるのだろうか」

とか「あの人の考える CO と自分の考える CO は別物だ」というような声を耳

にするようになった。そもそも CO にはいくつかのルーツがあり，それぞれに

考え方の違いがある。現場では使えるものを使うという姿勢でよいと思うが，

ただでさえ CO の考えがまだ定着していない日本において，部分的な理解に基

づいてセクショナリズムが生まれてしまうことは大きな損失であると筆者は考
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えた。

　そこで筆者が中心となり，2017 年からコミュニティ・オーガナイジング研

究会（CO 研究会）を発足した。本書はその研究会の成果の 1 つである。研究会

を発足するにあたり意識したことは，学際的で領域横断的なメンバー構成であ

る。英語の論文検索をすると，CO の研究が特定の学問領域に収まるものでは

ないことがよくわかる。具体的には社会学や社会福祉学，心理学，政治学，保

健学／公衆衛生，神学，開発学，経済学，教育学，都市開発などの領域で研究

されてきている。筆者が社会福祉を専門としていることから CO 研究会には社

会福祉学研究者の割合が若干多くなったものの，社会学や政治学，経済学，神

学を専門とするメンバーによって構成されてきた。

　実は，学問領域におけるセクショナリズムは日本に限られるものではなく，

海外にも存在する。そのため，CO 研究会のように学際的なメンバー構成で

CO を研究しているグループは世界的にもめずらしいのではないかと思われる。

筆者は 2022 年に CO に関する英語文献のレビュー論文を発表したが（室田・小

山 2022），その際にレビューした論文の傾向としては，やはり自身の学問領域

の先行研究を参考に書かれている論文が多数を占めていた。

　CO 研究会が目指してきたことはそうした研究の「蛸壺化」を避けて，領域

横断的に CO を研究することである。ただし，誤解を招かないようにしなけれ

ばならないことは，領域横断的に研究するということは CO に関するそれぞれ

の見解を統一するということではない。それぞれの研究を参照し，学んだうえ

で，必要であればその視点を参考にしながらも独自の CO 研究を展開すること

が CO 研究会の目指してきたことである。そのため，本書の各章は独立した論

文として読むことができるし，各章が相互に関連しているものではない。本章

が示してきたように，社会が大きく変化する中で，CO も変化してきているこ

とと，そうした社会状況における CO の多様な側面を示すということが本書の

根底にある。

　また，CO の多様な側面を学ぶために，CO 研究会メンバーに限らず，多く

のゲストを迎えて研究会を開催してきた。表序─1 はその一覧である。研究会

の内容からは，CO 研究会がどの領域まで広げて CO を捉えようとしてきたの
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か，その足跡の一部を垣間見ることができる。

　表のほかにも研究会メンバーによる定期的な研究会を開催してきた。なお，

本書の執筆者にはなっていないが，研究会メンバーとして上記のほかに篠田徹

（早稲田大学）も複数回報告を行った。

　これらの研究を推進するために，2017 年 11 月から 2019 年 3 月までユニベ

ール財団による研究助成を，2019 年 4 月から 2023 年 3 月まで日本学術振興会

科学研究費助成（基盤研究（B））を受けてきたことを付記する。

表序─1　研究会の一覧

2018 年11月 Hahrie Han（カリフォルニア大学サンタバーバラ校）
「People on Move: Organizing and Mobilizing for Social Change」

2019 年 2 月 穂坂光彦（日本福祉大学）
「コミュニティ組織化の現在──アジアの中の韓国と日本」

2019 年 8 月 池谷啓介（暮らしづくりネットワーク北芝）
「まちづくりの専門家として──暮らしづくりネットワーク北芝におけるコミュニ
ティ・オーガナイジングの実践」

2021 年 2 月 高波千代子（北海道大学大学院）
「在宅医療的ケア児の母親の人権保障」
吉田徹（北海道大学）

「『自由論』の再定義に向けて──自由としての責任，責任としての自由」

2021 年 2 月 Michael Gecan（Industrial Areas Foundation）
「Going Public」

2021 年 4 月 鎌田華乃子（コミュニティ・オーガナイジング・ジャパン／ピッツバーグ大学大学院）
「日本は社会運動が育たない国なのか──コミュニティオーガナイジングとフラワ
ーデモ研究から考える」

2021 年 7 月 尾上浩二（DPI 日本会議）
「インクルーシブな社会を求めて──地域活動から障害者制度改革まで」

2021 年 9 月 Elmer M. Ferrer（フィリピン大学）
「フィリピンにおけるコミュニティ・オーガニゼーション──その歴史とダイナミ
クス」
Malibiran Luz（Community Organizers Multiversity）

「Community Organizers Multiversity」

2021 年 9 月 中田智恵海（ひょうごセルフヘルプ支援センター）
「セルフヘルプグループ概論」

2022 年 6 月 大濱裕（地域づくりの学び舎）
「地域社会のエンパワメントと CO の役割・課題」

（注）　所属は当時のものである。
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4 各章の紹介と本書の読み方

■ 各章の紹介

　本章では CO が直面している社会的な変化とそれに対応する CO の変化を軸

に各章の内容を結びつけて論じてきた。そのため，本書における各章の位置づ

けを理解いただくには本章を読んでいただくことが最適であると思う。そこで

以下では，筆者が考える各章のポイントを簡潔に述べたい。

　まずは理論編である。第 1 章は筆者による CO 研究の総括的な章である。こ

の章のポイントは，時代とともに CO の捉え方や実践アプローチが変化してき

ていることを示した点である。論者によって CO の捉え方は異なるものの，

CO の実践には傾向があり，そうした傾向が研究にも反映されていることが読

み取れる。これからの CO が向かう方向性について検討するうえでも示唆的な

章である。

　第 2 章の石神論文は，現代社会におけるコミュニティ・オーガナイザーの存

在（およびその必要性）について検討するうえで重要な視点を提示する。対立や

分断が進む現代において，参加に対して臆病になる市民や，それがゆえに押し

つけの参加に違和感を表明する市民が少なくない。そうした状況を打破するた

めの「オーガナイザーがいる社会」像を我々に示す。

　第 3 章の山崎論文は割当取引という視点から CO を説明した点において CO

研究に新たな一石を投じている。労使関係のオーガナイジングとコミュニテ

ィ・オーガナイジングは近接しているにもかかわらず，結びつけて研究される

ことはまずなかった。山崎が地域コミュニティと労働組合，企業，政府の四者

間関係の変化に着目し，CO をその中に位置づけて考察したことは CO 研究の

新たな可能性を開く。

　第 4 章の藤井敦史論文はシティズンズ UK を参考に英国における近年の CO

の展開を示している。英国では政府がコミュニティ開発を推進してきた歴史が

あり，CO とは切り分けて捉える傾向があったが，この章ではそれらを包括的

に捉えるコミュニティ・エンパワメントの 3 つのモデルを採用し，CO（ラディ
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カル・モデル）が他の 2 つのモデルと一体的に推進されることの重要性を指摘

している点が意義深い。

　第 5 章の藤井博志論文は地域福祉研究の中に CO を位置づけることを試みて

いる。地域福祉実践をめぐる近年の政策が，地域住民を支援の対象と位置づけ，

その結果，従来社協などの実践で重視されてきた地域組織化や当事者組織化が

低調になっていることを問題視している。そのような状況を打破するために，

CO と親和的な地域福祉の実践モデルが示されたことは今後の地域福祉研究に

とって大きな貢献となるだろう。

　第 6 章の清水論文は CO の実践の評価方法を検討するチャレンジングな内容

である。CO と評価は相性がよくないのではないかと思われるが，それは伝統

的なトップダウンで実施される評価の場合である。この章ではコミュニティの

当事者や関係者が参加することで成り立つ評価のあり方が提示されており，そ

の点において CO のプロセスをむしろ後押しする評価のあり方が検討されてい

る点が参考になる。

　続いて実践編である。第 7 章の渡辺論文はコミュニティ・オーガナイザーの

ためのトレーニング・プログラムを日米韓の事例に基づいて検討している。こ

こで取り上げた事例に限らず，特にアメリカにはオーガナイザー向けのさまざ

まなトレーニング・プログラムがあるが，そうしたプログラムを受講したオー

ガナイザーたちが現場で CO の実践文化を形成している。それを専門性／専門

職性という枠組みで検討することでオーガナイザー像を浮かび上がらせている

点が興味深い。

　第 8 章は津富と小和田による日本国内の CO 実践事例である。生きづらさと

いう観点から当事者が中心となって身近な社会に変化を起こした事例は CO へ

の希望を感じさせてくれる。また，CO の実践に取り組む中で生まれた意識の

変容やリーダーシップが育まれる様子が本人たちの言葉として記されており，

リアルな CO のプロセスを肌で感じることができる。

　第 9 章の小田川論文はフィリピンにおける草の根の取り組み（People’s Orga-

nization）を事例に基づいて分析している。第 8 章の事例同様，自分たちの身

近な暮らしを守るための手段として CO が用いられている。そこにはやはりオ
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ーガナイザーがいて，トレーニングがあり，当事者の学びや意識化が重視され

ている。フィリピンがそうした CO の実践を長年にわたって定着させてきたこ

とは日本において CO を今後検討するうえで参考になる。

　最後に第 10 章の竹端論文は，竹端自身が関わってきた岡山県における「無

理しない」地域づくりの学校の実践を CO（の中でもガンツによるパブリック・ナ

ラティブ）と結びつけて検討している。第 9 章で小田川が「モチベーションが

ないところには戦略は生まれない」（235 頁）と述べているように，CO の実践

には，まず一歩踏み出す動機が重要であり，その動機（自身の主体性）と丁寧に

向き合う過程が，竹端が CO の「一歩手前」と呼ぶ同プログラムの意義である。

■ 本書の読み方

　本書は CO に関する学術書であり，主たる読者として研究者や CO について

学びたい初学者を想定して執筆されたが，CO の実践者にとっても実践の理論

的な理解に役立つと思われる。各章は独立した章であり，自身の関心のある章

から読み進めてよい構成になっているが，研究に携わる読者には理論編から読

み進めることを推奨する。CO の研究に関心があるもののどこから研究してよ

いかわからないという読者にとって，第 1 章は CO 研究の全体像を把握するこ

とに役立つだろう。また，理論編は，異なる学問領域──政治学（第 2 章），制

度経済学（第 3 章），コミュニティ開発論や社会運動論（第 4 章），地域福祉論

（第 5 章），評価学（第 6 章）──から CO を研究する際の接続点を提供するため，

自身に身近な学問領域を入り口に本書を読んでいただくこともよいだろう。

　CO を実践する読者には実践編から読み進めることを推奨する。CO の実践

に関心がある読者は第 8 章や第 9 章が取り上げる国内外の事例が CO の理解に

役立つだろう。また，コミュニティ・オーガナイザーの養成・研修に関心があ

る読者は第 7 章のトレーニング・プログラムの比較研究や第 10 章の「無理し

ない」地域づくりの学校の取り組みが参考になると思われる。

　最後に，本書を実践の現場に携帯していってもあまり役には立たないと思う

が，CO の実践をあとから振り返るときや実践に躓いたとき，悩んだときなど

には，本書が役に立つこともあるのではないかと思う。現場の実践者が壁にぶ



序　章　なぜコミュニティ・オーガナイジングの研究が求められているのか　　21

つかった際は，そのような状況に陥った理論的な背景や歴史的な文脈を理解す

ることや，他の事例との対比によって相対的に理解することで，壁を攻略する

方策が見出せるだろう（もしくは壁を肯定的に捉える契機となるかもしれない）。

注
1）　この少しずつ社会を変えるという考え方は，政治哲学でいうところの漸進主義
（incrementalism）に近い考え方であるが，それはいわゆる現状を維持すること
に重きを置く立場ではなく，S. F. シュラムがいうところのラディカルな漸進主
義，すなわち，変化を着実に積み重ねることに重きを置く立場によるものである

（Schram 2015）。
2）　詳しくは石神（2021）の注 34 を参照。
3）　本書第 6 章で清水が検討する CO の評価とは，まさしくそうした草の根の実践

を通して市民がパワーが高め，変化を起こすことに着目するものである。
4）　ガンツのパブリック・ナラティブについては第 1 章でも簡単に触れているが，

より詳しくは鎌田（2020）もしくはコミュニティ・オーガナイジング・ジャパン
のホームページ（https : //communityorganizing.jp/）を参照されたい。
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